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1-2. 現状認識：銅鉱山を巡る競争激化と投資リスクの増大

日本・中国企業の銅鉱山権益参入状況

投資企業名 対象案件 鉱種 金額

中国・CMOC DRコンゴ
Tenke Fungurume拡
張

銅・コバルト 20億ドル

中国・MMG ボツワナ
Khoemacau銅山買収

銅 19億ドル

中国・Zijin セルビア
Cukaru Peki鉱山拡張

銅・金 35億ドル

サウジ・
Manara他

Vale Base Metalsの株
式取得

銅・ニッケル 34億ドル

UAE・IRH ザンビア Mopani銅山 銅・コバルト 11億ドル

中国・中東勢による最近の大型投資案件（銅）

※JOGMEC作成、金額はメディア情報含む

※JOGMEC作成、年間生産・権益分ベース

⚫ 日本勢の権益確保状況は、既存権益についても縮小や撤退が見られ、直近10年ではネットでマイ
ナス。一方、海外勢は、南部アフリカをはじめフロンティア案件を巨額投資で盛んに銅鉱山を取得。

⚫ 上流資源の獲得において、盛んに投資を行う中国や、豊富な資金によるM&Aを展開する中東諸国
等との競争激化に加え、投資額の増大やカントリーリスクの高さから日本企業は優良案件に参入で
きていない状態。
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2-1. フロンティア地域の優良案件獲得のためのリスクテイクの在り方

現行の支援策 問題意識

JOGMECの出資の限度額は、探鉱や採掘、権利譲受け、
企業買収に係る資金の額の１００分の５０以内。

※但し、R4FY補正予算等(いずれも一般会計)に基づき
実施する国の資源政策上重要なものであって、
JOGMECが特に必要として認める希土類金属鉱等の場
合、出資額の１００分の１００未満。

以下のような案件については、リスクテイクの在り方を検
討してはどうか。

—アフリカ等のフロンティア地域において世界的にも優位
な規模の資源確保が中長期的に見込めること

—同志国連携による開発促進が見込めること

問題意識

⚫ 今後、リスクの高いフロンティア地域への参入も必要とされる中、既に盛んな投資を行っている中国や、
豊富な資金によるM&Aを展開する中東諸国等との競争が激化。

⚫ 特に海外の資源メジャーや政府系資源会社は、フロンティア地域に有望な資産を有する企業に対し
て、投資回収に長期を要する場合であっても、早期に出資して関係を構築し、段階的に権益への関
与を広げるアプローチを多用しつつあり、その所要資金も数千億円オーダーと大型化しつつある。一
方、我が国企業の財務体力では限界があり、我が国として優良権益への参入機会を逸しつつある。
JOGMECとしてリスクテイクの在り方を検討する必要がある。





2-2. 資源ジュニア等への出資の在り方

⚫ 近年の重要鉱物の新たな鉱床発見は、リスクの高い探鉱を専業とする資源ジュニアが主なプレーヤー。
資源メジャーは自らの探鉱活動に加え、こうした資源ジュニアに多数出資し、ポートフォリオを形成す
ることで、リスクの平準化を図っている。一方、資源メジャーと比して財務体力に劣る国内企業は、探
鉱等案件への参画の機会が限定的であり、新たな資源量へのアプローチが困難。

⚫ 資源ジュニア等への出資を促進するため、官民の役割分担や具体的な参画の在り方を検討する必
要がある。

現行の支援策 問題意識

以下のいずれかを満たす場合には、JOGMECが単独で金属
鉱物の探鉱及び採掘等の権利を取得する業務（権利取得業
務）が可能。

（１）JOGMEC以外の者からの依頼等に応じて、国営資源
企業等との関係構築を目的とした当該国営資源企業等の株
式の取得。

（２）本邦法人等からの依頼に応じて行う、金属鉱物の権
利等の取得（３年以内に当該本邦法人等へ譲渡することを
目的とする場合に限る）。

但し、（１）の実施に当たっては、第三者による諮問委員
会での審議が必要。

以下のような案件については、官民の役割分担や具体的な
参画の在り方を検討してはどうか。

JOGMEC以外の者からの依頼等に応じて、中長期的な資源
量の増大を目的として行う、未開発地域での探鉱や新たな
サプライチェーン構築を専業とする海外資源会社の株式の
取得であって、同志国または資源国との連携により開発促
進が見込まれるもの。

問題意識
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【参考】米国国際開発金融公社（DFC）のリスクテイク

１．設立経緯

• 2018年に成立したthe Better Utilization of Investments Leading to Development (BUILD) 法に基づき、プロジェ
クトに対する出融資・保証、ポリティカルリスク保険等を活用し、開発途上国等への民間資本動員を通じた経済開発と、米国外
交政策の推進を支援する目的で、米国海外民間投資公社（OPIC）が米国国際開発庁(US AID）の一部機能を集約する形
で、米国国際開発金融公社（DFC）を設立。

２．組織概要

• CEOにより率いられ、四半期に一度開催される取締役会による統治と、説明責任室および監察室による独立した監督を受ける。取
締役会は、国務長官、財務長官、商務長官、USAID長官もメンバー。

• 支援ツールは、融資、出資、FS支援、投資ファンド支援（PEファンドの投資資金不足を支援）、政策リスク保険（通貨、政府干
渉、テロ等の政治的暴力による損失を10億ドルまで補償。再保険も提供。）、技術支援

３．資本規模

• 2023年末時点で、全世界で360億ドル以上のエクスポージャー（投融資を通じて、市場リスクにさらされている総額）。

４．支援方針のポイント

• 米国の外交政策の推進に資することが支援の前提。米国企業への直接的裨益やオフテイクのない案件も支援。

• 一定の民間資金を集められる見込みがあれば、米国企業の資金や関与がなくても、DFCのみで支援可能。

• 民間金融だけでは支援できないか、支援意志のないプロジェクトを支援。ポートフォリオ全体でのプラス収益を志向。

５．重要鉱物分野での主な支援実績

（出典:DFCホームページ、Annual Report、DFC広報資料、CEOによる講演内容等よりJOGMEC作成）
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2-4. JOGMEC機能強化、および、資源外交方針

⚫ 案件の発掘から、日本企業の参画及び国内外関係機関との連携に関する検討・調整、主体的な事
業コーディネート機能、および、それに要する人材確保・育成等を強化。

⚫ 精緻なサプライチェーン把握（磁石、バッテリー、半導体等）及び世界各国の最新の政策状況の把
握に必要なインテリジェンス機能の強化。

⚫ 多国間や二国間での国際的な枠組みの設立・活用がなされるなか、我が国産業の維持・発展に繋
がる国際標準等のルールメイクにも積極的に関与する必要がある。そのためには、海外ポストへの人
材派遣やJOGMECによる主体的な国際枠組み等への関与を通じた国際人材の育成も並行して行う。

⚫ 我が国企業の参入実績が未だ乏しいアフリカ等のフロンティア地域については、JOGMECによるコー
ディネートを通じ、日本企業の参入を政府として慫慂。

⚫ 同志国との連携プロジェクト構築や、中東系のソブリンファンドなどの政治力・資金力を活かした連
携プロジェクト構築に向けた検討も引き続き推進。

⚫ 我が国企業がこれまで参入してきた資源国でも、高付加価値化政策や輸出規制、鉱山国有化等の
動きがあり、官民を巻き込んだ二国間対話の仕組みの活用・充実化を進め、互恵的な関係構築に
向けた資源外交を行う。

JOGMEC機能強化

資源外交方針






